
◎森林組合法の一部を改正する法律 
（令和二年六月三日法律第三五号）   

一、提案理由（令和二年五月一二日・参議院農林水産委員会） 

○国務大臣（江藤拓君） 森林組合法の一部を改正する法律案につきまして、その提案

の理由及び主要な内容を御説明申し上げます。 

 森林所有者の協同組合である森林組合は、地域の林業経営の重要な担い手として、森

林の整備、山村地域の活性化等に寄与してきたところであります。 

 このような中、戦後造成された人工林の本格的な利用期の到来や、近年における森林

経営管理制度の創設等を受けて、森林組合は、森林経営管理制度の担い手である意欲と

能力のある林業経営者として、森林の経営管理の集積、集約、木材の販売等の強化、さ

らにこれらを通じて山元への一層の利益還元を進めることがこれまで以上に期待されて

おります。 

 このため、森林組合が、組合員との信頼関係を引き続き保ちつつ地域の森林整備に取

り組みながら、販売事業を拡大して経営基盤の強化を図ることができるよう、この法律

案を提出した次第であります。 

 次に、この法律案の主要な内容につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、組合間の多様な連携手法の導入についてであります。 

 森林組合等における事業ごとの連携強化が可能となるような枠組みを用意することと

し、具体的には、事業譲渡、吸収分割及び新設分割の制度を導入することとしておりま

す。 

 第二に、正組合員資格の拡大についてであります。 

 森林所有者の推定相続人であって、当該所有者の委託を受けてその森林の経営を行う

もののうち、当該所有者が指定する者については、定款が定めるところにより、正組合

員となる資格を有するものとすることとしております。 

 第三に、事業の執行体制の強化についてであります。 

 森林組合等の理事の一人以上を林産物の販売等に関し実践的な能力を有する者とする

とともに、理事の年齢及び性別に著しい偏りが生じないように配慮しなければならない

こととしております。また、森林組合等が事業を行うに当たっては、森林の有する公益

的機能の維持増進を図りつつ、林業所得の増大に最大限の配慮をしなければならないこ

ととしております。 

 以上が、この法律案の提案の理由及び主要な内容であります。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決いただきますようお願い申し上げます。 

二、参議院農林水産委員長報告（令和二年五月一五日） 

○江島潔君 ただいま議題となりました法律案につきまして、農林水産委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、森林組合の経営基盤の強化を図るため、組合間の合併以外の多様な連携



手法の導入、正組合員資格の拡大、事業の執行体制の強化等の措置を講じようとするも

のであります。 

 委員会におきましては、販売事業の拡大を通じた組合の経営基盤の強化、組合への女

性、若年者の参画促進、組合の事業の目的から非営利に関する規定を削除する理由等に

ついて質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して紙委員より反対する

旨の意見が述べられました。 

 討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（令和二年五月一四日） 

 戦後造成された人工林が本格的な利用期を迎える中で、森林経営管理法が制定され、

また、国有林野の管理経営に関する法律が改正されたこと等に伴い、森林の経営管理の

集積・集約、木材の販売等の強化、さらにこれらを通じた山元への一層の利益還元の推

進が求められている。森林組合には、公益的機能の維持増進とともに地域の林業経営の

重要な担い手として役割を果たしていくことがますます期待されている。 

 よって政府は、本法の施行に当たり、次の事項の実現に万全を期すべきである。 

一 森林組合に対しては、本法により創設される新たな連携手法の利用促進に向けた制

度の周知に努めるとともに、連携手法を選択しない場合も含め、個々の状況に応じて、

経営基盤の強化に向けた自主的な取組を引き続き支援すること。 

二 正組合員資格の拡大に当たっては、後継者等が正組合員として森林組合の運営に参

加することが促進されるよう、制度の周知を図ること。また、理事に女性や若年者が

登用されることが促進されるよう、必要な施策を行うこと。 

三 森林組合が行う林産物の販売等の強化に当たっては、本法により創設される新たな

連携手法等による販売その他の事業活動の拡大を通じ、地域林業の活性化、更には地

域経済への貢献が図られるよう指導すること。 

四 森林の有する公益的機能の維持増進を図りつつ事業を実施する森林組合が、「意欲

と能力のある林業経営者」として、森林経営管理制度や樹木採取権制度の円滑な実施

に貢献できるよう、人材の育成、施業技術の向上等の必要な支援を行うこと。 

五 森林経営管理制度の円滑な実施に向けては、森林組合を始めとする林業事業体にお

ける新規就業者の確保及び定着が喫緊の課題となっていることに鑑み、林業就業者の

所得の向上、労働安全対策を始めとする就業条件改善に向けた対策の更なる強化を図

ること。 

六 台風等の自然災害による森林被害が頻発している現状に鑑み、災害発生を予防し、

災害復旧を迅速化する観点から、倒木の防止や除去等を含め、間伐を始めとする適切



な森林整備を推進すること。また、市町村が主体となった森林整備の着実な推進に向

け、林地台帳の整備、境界の明確化、森林所有者の明確化等を一層推進すること。 

  右決議する。 

三、衆議院農林水産委員長報告（令和二年五月二八日） 

○吉野正芳君 ただいま議題となりました法律案につきまして、農林水産委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、最近における森林及び林業をめぐる諸情勢の変化に鑑み、森林組合の経営基

盤の強化を図るため、組合間の合併以外の多様な連携手法の導入、正組合員資格の拡

大、事業の執行体制の強化等の措置を講ずるものであります。 

 本案は、去る五月十五日参議院から送付され、同月二十五日本委員会に付託され、翌

二十六日江藤農林水産大臣から提案理由の説明を聴取し、昨二十七日質疑を行いまし

た。質疑終局後、討論を行い、採決いたしましたところ、本案は賛成多数をもって原案

のとおり可決すべきものと議決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（令和二年五月二七日） 

 戦後造成された人工林が本格的な利用期を迎える中、森林経営管理制度や国有林野に

おける樹木採取権制度の創設等を受けて、地域の林業経営の重要な担い手である森林組

合には、森林の有する公益的機能の維持増進を図りつつ、「意欲と能力のある林業経営

者」として、森林の経営管理の集積・集約、木材の販売等の強化、さらにこれらを通じ

た山元への一層の利益還元を進めていく役割が期待されている。 

 よって、政府は、本法の施行に当たり、左記事項の実現に万全を期すべきである。 

     記 

一 組合間の多様な連携手法の導入に当たっては、その活用を通じた地域の森林整備の

確実な実施と販売事業の拡大による経営基盤の強化が図られるよう、制度を周知する

こと。また、多様な連携手法を活用しない事業展開を進めようとする場合も含め、

個々の森林組合の状況に応じて、経営基盤の強化に向けた自主的な取組を引き続き支

援すること。 

二 正組合員資格の拡大については、その活用により後継者等が森林組合の運営に参画

することが促進されるよう、制度の周知と森林経営への意識の醸成を図ること。また、

森林組合及び地域の実情に即し、理事への女性や若年者の登用が進むよう環境整備を

図ること。 

三 森林組合による林産物販売等の強化を通じ、地域林業の活性化、ひいては、地域経

済への貢献が図られるよう、販売事業又は法人経営に関し実践的な能力を有する理事

の配置はもとより、地域の実情に応じ多様な連携手法の活用に向けた総合的な指導、

支援を行うこと。 



四 森林組合がその事業実施を通じて森林経営管理制度や樹木採取権制度の円滑な実施

を始め地域の林業経営の重要な担い手としての役割を発揮することができるよう、人

材の育成・確保、施業技術の向上等に係る必要な支援を行うこと。併せて、林業従事

者の所得の向上、労働安全対策を始めとする労働条件の改善に向けた対策の更なる強

化を図ること。 

五 台風等の自然災害による森林被害が頻発している現状に鑑み、災害からの復旧を迅

速化するとともに、今後の災害発生を予防する観点から、倒木の防止や除去等を含め、

間伐を始めとする適切な森林整備を推進すること。また、市町村が主体となった森林

整備の着実な推進に向け、林地台帳の整備、境界の明確化、森林所有者の明確化等を

一層推進すること。 

 右決議する。 

 


